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３．他県公社・国有林が取り組んでいる非皆伐施業の実例等

（１）財団法人秋田県林業公社〔「第８次長期経営計画」より〕

・森林機能の維持・確保のため、針広混交林化・広葉樹林

化に向けた人工林整理伐（補助事業・林齢46～60年の間

に２回実施）を可能な限り導入し、皆伐による裸地化を回

避。（伐採跡地への天然更新による広葉樹の誘導）

（２）社団法人おかやまの森整備公社〔「新たな森づくり指針」より〕

・広大な面積の皆伐を回避し、森林の持つ公益的機能を

より高度に持続的に発揮させるため非皆伐施業とし、列状

及び強度な間伐や択伐を繰り返し実施することにより、広

葉樹の侵入を促進させ、環境保全に優れた70年生の針広

混交林への誘導を図り（残存植栽木175本/ha）、手入れの

不要な森林に整備して土地所有者へ返還。

（３）国有林（「中部森林管理局HPより」）

ア 択伐又は漸伐を行った後、天然更新による更新を図り、天然林型を維持したヒノキ林育成

・木曽谷では、昭和43年から天然更新によるヒノキ育成の試験を開始している。これらの成果を

平成の初めころから非皆伐型の漸伐又は択伐と更新補助作業を組み合わせた施業により行

われている。

・天然更新においては、ヒノキ稚樹がササの高さを超えるまでの間ササを抑制し続けることがで

きるかどうかが更新の成否を決めるものとなっている。

・また、種子の供給について、稚樹の豊作はほぼ4年ごとで並作と凶作は2～3年ごとに訪れるこ

とや、種子の散布が期待される距離は樹高の1～2倍程度と考えられることなどが調査により明

らかにされている。
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４．特定調停における年次別伐採計画


